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2011年3月11日14時46分東北地方太平洋沖地震

宮城県仙台市20110324米田撮影

岩手県釜石市鵜住居20110423米田撮影
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東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会
巨大災害から生命と国土を護る -三十学会からの発信

-
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（2016年1月9日設立フォーラム終了後）

４７学会の代表・防災連携委員と日本学術会議の会員一同

2016年１月 防災学術連携体の創設へ
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震度７が２回観測された熊本県益城町

熊本地震の犠牲者
死亡 49名
負傷1496 名（2016年4月28日時点）

2016年 熊本地震 4月14日前震、16日本震

[撮影：防災学術連携体 米田雅子]
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熊本地震 学会・政府・自治体と 連携を図り、情報発信
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台風２１号（９月４日、５日）
北海道胆振東部地震（９月６日）の報告を急遽追加
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NHK 解説スタジアム ２０１９年 ２月１１日
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台風21号 ９月４日、５日

連続発生する台風 ７月〜

北海道胆振東部地震 ９月６日

大阪府北部地震 ６月１８日

西日本豪雨 ７月

平成３０年の夏〜 複合的に連続する災害にどう備えるか

記録的猛暑
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新型コロナウイルスと自然災害
同時に見舞われた時はどうすれば？

感染症と自然災害の複合災害
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防災学術連携体から市民への緊急メッセージ 2020年5月１日
ビデオメッセージ → 手話、英語字幕に展開
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地球温暖化の影響もあり、激甚化する風水害・土砂災害から
国土と生命と社会経済を守るためには？

新型コロナウィルスなどの感染症から、
生命と社会経済を守るためには？

東北地方太平洋沖地震の余震、首都直下地震、南海トラフ
巨大地震等から、国土と生命と社会経済を守るためには？

これらの厳しい課題を解決するために、どうすれば良いのか？

今後、進むべき方向とは？
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国土交通省「国土のグランドデザイン2050」から抜粋

1868年 2020年

1億人

５千万人
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縄文時代の関東平野

斜線部分は縄文時代には海だっ た地域-東木龍七 (1 9 2 6 ) 地形と 貝

塚分布より 見たる関東低地の旧海岸線 (一) (二) (三). 地理学評論, 2 ,

p . 5 9 7 -6 0 7 , p . 6 5 9 -6 7 8 , p . 7 4 6 -7 7 3 .内の図から

東京都の貝塚の一覧

出典: フ リ ー百科事典『 ウィ キペディ ア（ Wikipedia） 』

本稿では東京都内の貝塚のなかで、
存在が確実な縄文・ 弥生時代の貝塚
の一覧を 取り 上げる 。 縄文時代、 海
面は現代よ り 高く （ 縄文海進)東京の
貝塚の分布も 当時の海岸線を 表し て

いる [5]。

概要

東京の貝塚の一覧

脚注

注釈

出典

参考文献

東京にある 貝塚の数は資料によっ て
異な り 、 1974年の『 東京都遺跡地
図』 初版では東京都内の貝塚と し て
116か所が挙げら れている。 モース が
発見し 日本で最初に本格的な調査が
行われた大森貝塚は東京都にあり 、
東京では貝塚の研究は早く から 行わ
れていた。 し かし 、 明治時代の大ま
かな調査では貝塚と さ れたも のの現
代では名前だけが残っ ていて実態が
よ く 分から ない貝塚や、 歴史時代の
も の、 後年に自然貝層と 判明し たも
のなど も 含ま れる 。 し たがっ て、 各
種資料でも その年代によっ て東京の
貝塚の数は増減し ている 。 東京都は
ほぼ全面に開発の手が入り 現代では
湮滅し てし まいも はや調査不能の貝
塚や人知れず湮滅し た貝塚も 多いも

目次

概要

増えた人口の大半が、縄文時代に海であった所を埋め立て、
住み着いたのが、日本の国土構造の特色

縄文時代の関東平野 斜線部分は縄文時代には海だった地域-
東木龍七 (1926)「 地形と貝塚分布より見たる関東低地の旧海岸線 (一) (二) (三)」



14

巨大な地震や洪水が発生すると、自然はもとの姿に戻ろうとする。

西洋の近代的土木建築技術は自然を克服することを前提にしてき
た。しかし、近年の自然災害の激化は、その限界を知らしている。

東京湾 埋立地の高層マンションのプ
ロット
マンションジャーナルより引用

東京湾 埋立地の高層マンション
撮影：田村和夫
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人口減少→国土利用の方針転換が必要

国土利用の新方針：自然災害の危険性の少ない地域への移動

日本の人口が減少し、百年後に半減すると予想され、日
本列島のどこへ住み着くかという新しいテーマが出てきた
今、台地などの安全な地域に住むことを提案する。

自然回帰を推進する土地利用制度の創設

目標：100 年後に、 5000万人が安全に暮らせる国
豊かな自然と人間が共存できる国を作ろう

自然に還す地域における土地の公有化の推進
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世界に占める日本の国土面積は 0.25%であるにもかかわらず、日本列島は4つのプレー
トの衝 突部にあり、世界の地震の 10%、世界の火山の7%が日本に集中している。

出典 全国地質調査業協会連合会
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出典：全国地球温暖化防止活動推進センター

地球温暖化と気候変動、豪雨災害の激化
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百年後の国土づくりにぶれずに取り組む

国土利用の新方針：自然災害の危険性の少ない
地域への移動を促す政策
自然回帰を推進する土地利用制度の創設
自然に還す地域における土地の公有化の推進
中長期の国土づくりのビジョン

工学の力を結集し、
地球温暖化を緩和し
災害に強い社会
を構築しよう

私たちが直面する課題に総力で取り組む

防災工学と国土利用

中長期計画

短期・中期に大きな課題への対策実行


